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流通規制緩和論の展開
真部和義
1 はじめに
1970年代後半以降，公的規制緩和（以下では，規制緩和とよぶ）論が，そ
のトーンを強めたり弱めたりしながら，世界的にひろがっている。この流れ
は，欧米の先進資本主義諸国とりわけアメリカ，イギリスのみならず，わが
国にもおよんでいる。
規制緩和が主張されるようになった要因として様々なものがあげられる
が，整理すれば以下のようになろう。一般的には，小さな政府志向，成長率
の低下， サプライサイド・エコノミクスの台頭とコンテスタビリティ理論
（市場への参入・退出が自由であり，そのための費用がなくコンテスタプル
な状態にあれば，寡占や独占が生じても完全競争下で実現されるのと同様な
経済厚生が達成される，とする理論）の登場，既存規制のうち必要性の低下
したものにたいする疑問といったものがある。 また， 1990年以降において
は，資本主義体制の対極としての社会主義体制の崩壊が重要な要因としてあ
げられよう。そして，わが国においてはこれら以外に，国際社会とりわけア
メリカからの経済大国・黒字国としての責任を求める声の噴出，円高の進展
と消費者あるいは生活者志向の高まり等があるが，いずれにせよ，これら諸
要因が互いに影響しあいながら，規制緩和は主張されてきたとみることがで
きる。
わが国における政府の規制緩和への取り組みとしては， 1967年に行政管理
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庁（総務庁の前身）によって「許可，認可等の整理に関する法律案」が国会
に提出されたのが最初であり，しかも1980年代前半の第2臨調（臨時行政調
査会）まで幾度か同種の法案が提出された！）。 それ以降，上にあげた諸要因
を背景に 3次にわたる行革審（臨時行政改革推進審議会。以下では，行革審
とよぶ）等を介して，規制緩和は一貫して追求されてきた。
バブル経済の反動もあって，戦後もっとも深刻だといわれる「平成不況」
期の1993年11月，経済改革研究会（座長が前経団連会長の平岩外四氏だった
こともあって，俗に平岩研究会とよばれる）の中間報告（平岩レボート）に
おいて， 規制の大幅な見直し・撤廃が謳われ， アメリカを中心とした「外
圧」も手伝って，規制緩和論のトーンはそのビークに達したかにみえる。
規制緩和には， 「①企業のビジネスチャンスを拡大させ， 消費者の選択を
多様化させることによる内需の掘り起こし，②生産性の低い非製造業に競争
を導入し，効率化を促すことによる内外価格差の縮小，③国際的観点からの
透明性の確保」2)といったような大きな期待が寄せられている。
規制緩和は日本経済の将来にとっても，また消費者にとっても必要不可欠
なものとされているが，規制緩和論の内容に立ち入ってみると，必ずしもわ
れわれを十分納得させるものではない。
規制緩和論者の理論的バックボーンには新自由主義思想があるといってよ
いが，後にみるように，彼らの理論的前提にもすんなり首を縦にふることは
できない。彼らの論理は，強者のそれであり，弱者にたいする配慮は事後的
な対策として申しわけ程度に，もりこまれているにすぎない3)。 彼らの主張
1)畠中誠二郎「規制緩和の概領」『ジュリスト』 1044号， 1994年5月． 60ペー ジ。
2)経済企画庁編「平成6年版経済白書J大蔵省印刷局， 1994年8月， 363ペー ジ。
3)このような考え方にたいして，大田弘子氏から「生産者対消費者」の枠でとらえ
なければならないところを， 「強者対弱者」というパターン化されたとらえ方をし
て，規制賛成の論拠をつくりだしているといったような批判がなされている（中谷
巌・大田弘子「経済改革のビジョン「平岩レボート」を超えて」東洋経済新報社，
1994年3月， 174ページ）。しかしながら，氏の「生産者対消費者」というとらえ方
では，問題の本質が隠ぺいされてしまうことになりかねない。というのは，生産者
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の根底には， 「社会主義が崩壊した反動で， 弱者を守る論理がなくなってい
る」4)という考え方が存在しているように思われる。
以下では，上のような考え方を基礎として展開されている流通規制緩和論
を考察する。そのために，まず規制の概念について考え，次に多くの問題が
はらまれていると考えられる規制緩和論を分析し，その後，とりわけ大規模
小売店舗法（正式名称，大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に
関する法律。以下では，大店法とよぶ）の規制緩和にみられる小売分野の流
通規制緩和論について論及する。
2 規制の概念
(1) 規制とは何か
政府が市場に介入する場合，大まかに分けてマクロ的な介入とミクロ・レ
ヴェルでのそれがある鸞 前者の例としては財政金融政策等があり，後者の
例としては産業政策があげられる。産業政策は，市場の失敗を補完するもの
として位置づけられるが，その具体的内容としては，市場介入の程度により
分類された誘導型政策手段と規制型政策手段の 2つをあげることができる。
誘導型政策手段は，金銭的誘因等によって政策当局の意図する方向へ私企業
の自発的意思を尊重しつつ誘導するもので，具体的には低金利融資や税制優
遇措置等があげられる。規制型政策手段は，法律による許認可や行政指導等
により私企業にある種の行動を強制するもので，参入・退出規制，産出物の
の範疇に含まれるものは多様だからである。そこには，独占的地位にある巨大企業
から中小ひいては零細企業まで含まれる。これらを一括して取り扱えば，生産者相
互の支配・従属関係がおおいかくされ，規制緩和が実際にはどの層に資するかが不
明確にされてしまう。
4) 「朝日新聞」 1994年9月3日付。
5)経済企画庁総合計画局編「規制緩和の経済理論』大蔵省印刷局， 1989年6月， 27
~28ペー ジ。
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価格規制，産出物の質的規制や産出活動そのものにたいするその他の規制等
がこれにあたる。産業政策の一環としての企業活動にたいする規制は，規制
型政策手段に他ならない。
ところで，第2次行革審の「公的規制の緩和等に関する答申」 (1988年12
月1日）において，規制について拡張された定義がなされている。それによ
れば，規制とは「一般に，国や地方公共団体が企業・国民の活動に対して特
定の政策目的の実現のために関与・介入するものを指す。それは許認可等の
手段による規制を典型とし，その他にも許認可等に付随して，あるいはそれ
とは別個に行われる規制的な行政指導や価格支持等の制度的な関与などがあ
る」6)。 ここでの規制は企業のみならず国民の活動も対象にし， 広い意味で
とらえられているが，以下の考察では規制の概念をそのように広くとらえる
のではなく，企業を対象としたものとして狭くとらえることにする。
(2) 規制の現状
次に，わが国における規制の現状についてみてみよう。ここでは規制の典
型であり，数字による把握がもっとも容易な許認可等についてみてみる。
許認可等とは「規制の内，国民（個人および法人）の申請，出願等に基づ
き行政庁が行う処分及びこれに類似するもので，法律，政令，省令および告
示において，許可，認可，検査，届出，報告等の用語を使用しているものを
言」”う。
許認可数の推移については図のとおりである。これによると，許認可数は
毎年増加を続け， 1993年3月末時点でその数は11,402件に達する。省庁別に
みた場合，通商産業省が2,000件弱，運輸省が1,900件弱と群を抜き，これに
ついで農林水産省が1,400件強， 以下， 大蔵省，厚生省，建設省の順となっ
ている。
6)臨時行政改革推進審議会事務室監修「規制緩和一新行革審提言ー」ぎょうせい，
1988年12月， 4~5ペー ジ。
7) 8) 9)畠中誠二郎，前掲論文， 57ペー ジ。以下は，畠中氏の分類による。
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（出所）岩崎博充『官僚統制列島・日本が危ない」ごま書房， 1994年6月，
25ページより作成。
許認可等を規制の強さの順に分類すると，以下のとおりになる8)。 A.-
般的な禁止を特定の場合に解除する行為。特定の権利等を設定する行為等
（許可，認可， 免許，承認等）， B.特定の事実や行為が， あらかじめ定め
られた基準等を満たしているか否かを審査・判定し，これを公に証明する行
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表許認可等用語別事項数（経年推移）
用 ¥語別 1 l39月92年31日現在 対増前年A減比 1139月3年31日現在 対増前年A減比 （3参月考3）1日9現85年在
許可 1, 350(12. 3) 12 1, 383(12. 1) 33 1,345(13.4) 
A 認可 1, 466(13. 4) 13 1, 575(13. 8) 109 1, 441(14. 3) 
グ 免許 102(0.9) 1 101 (0. 9) A 1 102(1. 0) 
9レ
I 承認 1. 065(9. 7) 7 1, 158(10. 2) 93 988(9.8) 
プ 指定 235(2.1) ， 251(2.2) 16 197(2.0) 
承諾等 18(0.2) ゜ 27(0.2) 
， 19(0.2) 
小 計 I 4. 236(38. 7) I 42 I 4. 495(39. 4) I 259 I 4. 092(40. 7) 
認定 452(4. 1) 51 493(4.3) 41 297(3.0) 
確認 117(1.1) 16 123(1.1) 6 94(0.9) 
証明 123(1. 1) 1 127(1.1) 4 59(0.6) 
B 認証 18(0. 2) ゜ 18(0. 2) ゜ 18(0.2) グIレ 試験 109(1. 0) 1 112(1.0) 3 102(1. O) ↓ 検査 254(2.3) A 4 253(2.2) A 1 254(2.5) 
検定 34(0.3) ゜ 33(0.3) A 1 39(0.4) 登録 177(1. 6) 1 172(1.5) A 5 162(1. 6) 審査等 21(2.0) ゜ 21(0.2) ゜ 18(0.2) 小 計 | 1, 305 (1 1. 9) | 66 I 1. 352c11. 9) 1 47 ¥ 1.043(10.4) 
届出 3,590(32.8) 54 3,645(32.0) 55 3,326(33.1) 
C 提出 518(4.7) 21 594(5.2) 76 390(3.9) グ
9レ 報告 664(6.1) 33 682(6.0) 18 613(6.1) 
} 交付 101(0. 9) 1 98(0.9) A 3 98(1.0) 
申告等 79(0. 7) ゜ 79(0. 7) ゜ 75(0. 7) 小 計 I 4. 952(45. 3) I 109 I s. 098(44. 7) 1 146 I 4, so2(44. s) 
その他 I 449(4. 1) 1 8 | 457(4. o) I 8 | 417(4.1) 
ムロ 計 110. 942 (loo) 1 225 | 1,402 (100) | 460 j 10. 054 (100) 
（出所）畠中誠二郎「規制緩和の概観」『ジュリスト」 1044号， 1994年5月， 59ページ
より作成。
為等（認定，検査， 登録等）， C.一定の事実を行政庁に知らせるもので，
行政庁は原則として記載事項を確認し，受理するにとどまるもの（届出，報
告等）。 これを具体的な数字で分類したのが表である。 1993年 3月末時点で
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みると， Cグループに属する届出報告等が約 5,000件でもっとも多くなって
いるが，強い規制としてのAグループも，件数としてはそれほど差はない。
またこれらを後で述べるような規制の目的からみた場合，規制としての性
質が弱いと思われるものやその目的を必ずしもはたしていないといえるもの
が， 5,000件くらいあるといわれている凡
ともあれ，先にみたような許認可の件数は，その時々の社会的・経済的な
要請に応じて毎年あたらしい法律がつくられることや規制緩和がそのままた
だちに許認可等の数の減少に結びつかないこと等から，規制緩和論議が高ま
るなかにあっても毎年増加する傾向にある10)0 
(3) 効率志向型規制と価値実現型規制
規制を整理する場合，それが何を根拠とするかという観点からする分類と
その目的別になされるものの 2つの分類の仕方がある。前者の観点からは効
率志向型規制と価値実現型規制に，後者の観点からは経済的規制と社会的規
制に分類される。
以下では， 経済企画庁総合計画局編『規制緩和の経済理論』にしたがっ
て，まず規制が何を根拠とするかという観点からなされる効率志向型規制と
価値実現型規制についてみよう 11)。
効率志向型規制は経済効率性の確保を根拠とする規制であり，それはもし
当該産業において企業活動を市場機構にまかせていては経済効率性にロスが
生じるので，それを補完し経済全体の厚生を改善するために課す規制と定義
される。参入規制や価格規制等がその具体例としてあげられるが，このよう
な規制が正当化されるためには，以下のような経済理論的な根拠が必要とさ
れる。
第 1の根拠は完全競争の崩壊である。市場が有効に機能するためには，市
10)同上論文， 57~58ペー ジ。
11)経済企画庁総合計画局編，前掲書， 28~36ページ。以下の本項では，これにした
がって鏃論を展開する。
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場における取引主体が取引にかんする情報を完全に知っており， しかもそれ
ぞれの経済主体は市場全体に影響を与えるほど大きくないという条件をみた
さなければならない。しかし，これらの条件がみたされない場合，市場メカ
ニズムだけに調整をゆだねようとすれば，非効率な資源配分が生じることと
なる。上のような条件成立を阻害するものが完全競争の崩壊であって，独占
・寡占や自然独占，情報の不完全性とサービス消費の瞬時性，過当競争によ
って引き起こされる。
第2の根拠はいわゆる市場の普遍性の崩壊である。市場が有効に機能する
ためには，市場においてすべての財・サービスにたいして所有権が確立して
おり，対価を払った所有者がそれを排他的に使用することが可能であるとい
う条件も必要である。このような条件がみたされない場合，市場を介在しな
い取引が生じることになり，価格のシグナルとしての機能が撹乱される。こ
のような市場の普遍性を崩壊せしめるものが，外部性，公共財の存在，不確
実性である。
つまり，市場の失敗が存在するところに効率志向型規制の根拠があるとさ
れるのである。
他方，社会的価値判断による規制としての価値実現型規制は，効率性以外
の社会的な価値の実現を意図する規制である。効率的な資源配分は， 「経済
の中のある消費者の状態を改善しようとすれば必ず他の消費者の状態を犠牲
にせざるを得ない」という意味でパレート効率的であるが，この概念は効率
だけにかかわるものであって，分配の問題とは切り離されている。つまり，
初期の所得分配いかんによっては，いちじるしい不公平を発生させる可能性
を有しているのである。このような問題の政策的な解決には社会的な価値の
問題も含まれるので，これを議論するさいには政治の観点も必要となる。そ
こに，価値実現型規制が必要とされる要因が存在する。
価値実現型規制には，環境や安全性の分野でのシビル・ミニマムの維持，
社会的弱者の保護，公平の実現等さまざまな観点からの規制が存在する。ま
た，公的な性質を有する財・サービス（たとえば，運輸業や電気通信事業）
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については参入規制，価格規制をおこないながら，内部補助12)を認めるとい
う手法も考えられるし，大店法の目的とされる中小小売業の事業機会の適正
な確保のように特定集団の利益確保に社会的な価値を認め，これを規制の根
拠とするものもあるとされている。
価値実現型規制については，その根拠ともたらす経済効果について十分な
検討をおこなうことが重要だとされている。 このような規制は「時代の要
請」，「人々のニーズ」にあわなくなれば見直し，場合によっては撤廃などの
措置も準備されているのである。
以上，効率志向型規制と価値実現型規制についてみてきたが，両者がトレ
ード・オフの関係になることが多々みられる。その場合は，前者の視点が優
先されることが多いが，後者の視点がクローズ・アップされる場合もある。
それは価値実現型規制のなかで，シビル・ミニマム維持のための規制の正当
化の可能性があり，それへの配慮の必要性が説かれるような場合である。
(4) 経済的規制と社会的規制
さて，規制の目的別に分類された経済的規制と社会的規制についてみてみ
よう 13)。このような分類は「規制の必要性や規制のために用いられる手段の
適切さを検討するため，規制の目的の違いによって分類することが有効であ
るとの考え方から， 1960年代から米国で一般的となった分類であり，特に規
制を緩和しようとする場合に有効な分類として用いられ」14)るものであると
されている。わが国では，このような分類は「公的規制の緩和等に関する答
12)内部補助とは，複数の財・サービスを供給する経済主体が，ある財・サービスに
ついて高めに価格を設定することによってえた超過利潤を他の財・サービスの提供
にふりむけ， その価格を低めに設定するという行動を意味する（同上書， 42ペー
ジ）。
13)同上書， 37~38ペー ジ。
14)畠中誠二郎，前掲論文， 58ページ。このような二分論にたいして批判がある。た
とえば， 座談会「規制緩和と法の視点」「ジュリスト』 1044号， 1ペー ジ， 成田頼
明氏の発言部分を参照せよ。
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申」のなかにはじめて登場し，以後平岩レポートまで一貫して使われてきて
いる15)。平岩レポートでは，経済的規制については「原則自由・例外規制」，
社会的規制については「自己責任」16)を原則に「最小限」にすることが謳わ
れている。
経済的規制は経済的自由の達成のために課される規制で，先にみた効率志
向型規制に含まれる部分が大きいとされる。経済的規制には，特定産業の保
護・育成のためにおこなわれる規制（石油業法等）や自然独占にかんする規
制（電気，ガス，水道等），過当競争防止のための規制（タクシー等），社会
的希少財配分のための規制（電気の割り当て等）がある。
社会的規制は一般に消費者や労働者の安全・健康の確保，環境の保全，災
害の防止等を目的とし，財・サービスの質やその提供にともなう各種の活動
に一定の基準を設定したり，あるいは制限をくわえたりするものである。こ
れは，前項でみた価値実現型規制のなかに含まれるとはいいきれない性格を
有するといわれる。社会的規制としては，各種の安全規制があげられ，場合
によっては消費者保護等もその範躊にはいるとされている。
3 規制緩和論の展開
(1) 規制緩和論の位置づけ
規制緩和論は， 1970年代後半以降，アメリカではカーター，レーガン両政
15)なお，経済的規制や社会的規制のそれぞれについて，平岩研究会のワーキンググ
ループが「便宜的に区分」したものが平岩レボートの別表に掲載されている（日刊
工業新聞特別取材班編『平岩リボート 世界に示す日本の針路』日刊工業新聞社，
1994年1月， 194~204ペー ジ）。
16) 「市場メカニズムが健全に機能していくためには，市場に参加する企業にも消費
者にも，“自己責任の貫徹’'という厳しい用件が加わる」（鬼丸豊隆「経済政策概
論」〔四訂版〕多賀出版． 198吟三4月， 325ペー ジ）。みられるように， 平岩レボー
トに代表される現在の規制緩和論の主眼は． 市場メカニズムの貫徹にあるといえ
る。
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権，イギリスではサッチャー，わが国では中曽根政権のもとで展開され，現
在でも欧米はじめアジアの中進国などにも広がりをみせている。それらは民
営化と自由化の二本柱で構成されている。わが国においては，国鉄，電電公
社，専売公社のいわゆる 3公社が80年代に民営化を終え，現在では自由化に
ウェイトが移っているが， 規制緩和論は第 1節でみたような諸要因を背景
に，経済的規制と社会的規制という二分論に立って展開されている。どのよ
うな要因によって規制緩和論が展開されているかを述べるのは簡単なことで
はないが， 1980年代とりわけ後半の日米経済摩擦の深刻化とそれにともなう
円高の進展が， そのトーンを強めたのはたしかである。現在の規制緩和論
は，規制緩和によって不必要な規制を撤廃し，市場の調整力によって適正な
資源配分を実現することを目指すもので，それが現在の政策の中心課題であ
り，将来のわが国の経済社会にとって必要不可欠なものだとして展開されて
きている。
(2) 規制緩和論をささえる経済理論
規制緩和論をささえる経済理論として有効だとされるのは，キャプチャー
ド理論（捕獲理論；規制とは規制される業界が獲得するもので，この業界の
利益のために計画され， 運営されるという理論）17)とコンテスタビリティ理
論である。前者は規制への幻滅を理論化したもので，スティグラー(Stigler)
によって創始された。後者は規制によらなくても市場は有効に機能しうるこ
とをしめす理論で，ボーモル (Boumol)らに代表されるものである18)。 こ
こでは，今後の規制緩和に有力な理論的支柱として考えられているコンテス
タビリティ理論の概要をみる。
そもそも規制緩和論は，完全競争下における市場の均衡をその核とする伝
統的なミクロ経済理論にもとづいて展開されてきたと考えることができる。
17)原田 泰「規制緩和の経済理論」加藤雅編「規制緩和の経済学』東洋経済新報
社， 1994年8月， 15ペー ジ。
18)同上書， 16ペー ジ。
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完全競争の下では． 「市場に影響を与えることができないほど小さい規模の
経済主体が無数に存在」19)し．「そこでは企業や消費者が市場から与えられる
価格をシグナルとしてそれぞれの利潤や効用を最大化することにより，市場
全体として安定的な均衡が存在し，しかも他人の犠牲なしには誰も自己の効
用水準を改善できない状態（パレート最適）を実現する」20)。 そこでの市場
が有効に機能するための条件や市場の失敗については，すでにみたところで
ある。市場の失敗があるために政府による介入が有効とされているが，逆に
政府の失敗が存在することも考えられるので，そこに規制緩和の理論的根拠
の一端を求めることができるといわれている。「完全競争論の前提は現実の
市場が持つ特長を捨象した理念的なものであるため，完全競争下の市場均衡
は現実経済を大胆にモデル化したものとしてのみ議論の対象となり得るもの
であった」21)ために． 理論と現実との乖離を埋めるものとして1980年代にコ
ンテスタビリティ理論が登場した。これは．アメリカの航空業における規制
緩和においてはじめて適用された理論である。
コンテスクビリティ理論では． 「市場への参入・退出が自由でありそれに
かかる費用（サンク・コスト 22)一引用者）がなく市場がコンテスタプルな状
態にあれば，独占・寡占が生じたとしても完全競争下で実現されるのと同様
な経済厚生が達成される」23)とされている24)。 コンテスクビリティの条件と
して重要な条件は．第 1に当該市場にたいして参入・退出が自由で，そのた
めの費用がゼロであり，第2に新規企業が既存価格より低い価格で市場に参
入してきた場合．既存企業がそれに対抗して価格引き下げをおこなうまでに
19) 20) 21)経済企画庁総合計画局編，前掲書， 191ペー ジ。
22)サンク・コスト（埋没費用）とは， 「生産を停止しても除去することのできない
費用であり，投下資金の中で他の用途に振り向けられない生産設備や，広告などへ
の支出など，退出する時に回収するのが困難な諸費用のこと」をさす（萩原稔
「欧米諸国にみる競争政策の理論と実際』（増補版）同友館， 1993年6月， 67ペー
ジ）。
23)経済企画庁総合計画局編，前掲書， 191ペー ジ。
24)コンテスタビリティ理論についての詳細は．同上書， 191~199ペー ジを参照せよ。
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タイム・ラグが存在するという 2点である。この理論では，独占・寡占市場
においても政府の介入なしに効率的な資源配分が実現しうることがしめされ
た点，ならびに参入・退出の自由化による企業内部の合理化・効率化へのイ
ンセンティヴの高まりという視点が提示された点が，その理論的貢献と考え
られている。しかしながら，この理論における過度の仮定と現実との乖離や
現時点で適用可能な産業をみいだすことが困難なことなど，検討されるべき
課題は多々存在する。
(3) 規制緩和論者の具体的論拠
現在， 日本経済を論ずる識者の口から， 必ずといってよいほど「規制緩
和」という言葉がでてくる。規制緩和といっても，そこには「規制廃止（撤
廃）」と「規制の透明化」の 2つのものが含まれている25)。 ここではまず，
平岩研究会のメンバーで規制緩和の代表的論者であり，規制緩和論者のみな
らず規制緩和に異議を唱える論者からその発言内容がもっともよく引き合い
にだされる中谷巌氏の主張に耳を傾けることにしよう。
氏は，大田氏との共著『経済改革のビジョン「平岩レポート」を超えて』
のなかで，まず日本が欧米に追いつく「キャッチアップの山」に登りつめた
という認識が重要であるとし， 21世紀にかけてあらたな経済発展をとげるた
めには「オリジナリティの山」を登らなければならないと指摘されている。
現在のように何かあたらしいものを探すこと自体が仕事である場合には，規
制は百害あって一利なく，規制撤廃を推進し，人々がみずからのリスクでさ
まざまな可能性に挑戦することを奨励する仕組みをつくらなければならない
としている26)。すなわち，わが国の経済社会が成熟段階に達し，内外の環境
が急激に変化しているなかで，これらの動きに対応していくあたらしいシス
テムの構築が求められている。そのためには，規制は不要であるというのが
氏の主張の骨子である。
25)鈴木淑夫「日本経済の将来像」東洋経済新報社， 1994年7月， 74ペー ジ。
26)中谷巌・大田弘子，前掲害， 4~12ペー ジ。
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他方， 鈴木淑夫氏は規制緩和の根拠を内外価格差の縮小に求められてい
る。氏は， 日本人が「豊かさ」27)を実現できない要因として国際的にみて国
内物価がいちじるしく高いこと，商品選択の幅が狭いことなどをあげられて
いる。その改善策の 1つとして，規制緩和をつうじての内外価格差の縮小が
求められている28)0 
その他， 加藤雅氏は規制緩和が必要な理由の 1つとして， 「日本社会が急
速に国際化しており，さまざまな規制をなるべく国際的に共通なものとして
いくことが， 必要になっている」29)と述べられ， 国際化の視点をあげておら
れる。これは規制を外国から国内への参入規制としてとらえる観点であり，
国内への参入規制をなくし，貿易•投資摩擦など諸外国との一連の経済摩擦
の緩和の一助とすることをねらいとしたものである。
次に，中谷氏の規制緩和の経済効果にかんする試算をみておこう 30)。規制
緩和が実施されれば競争が促進され，閉塞状態にあるわが国経済に活力をあ
たえることになり，さらなる発展への足がかりとなる。大胆な規制緩和が実
行されれば，日本人が名目所得に見合う実質的に高い生活水準を享受できず
に貧しい生活を送ることを余儀なくさせられているといわれる内外価格差
(92年，英米仏独4カ国との内外価格差は単純平均で33.1%）が半分に圧縮
される，つまり氏の表現で日本の消費者物価が16.5％低下すれば，消費者余
剰もしくは実質購買力の増加が43.7兆円となる。しかも，生産性を上昇させ
ればそこから688万人の労働者がはきだされてくると試算されている。他方，
27)鈴木氏によれば，豊かさとは「単にたくさんの量を手に入れることができるだけ
ではなく，たくさんの種類の商品，サービス，住宅の中から自由に選択できる」こ
とを意味する（鈴木淑夫，前掲書， 55~56ペー ジ）。
28)同上書， 54~70ページ。なお，伊藤隆敏氏も日本人が「豊か」になれない理由の
一端を規制に求め，消費者便益の立場から規制緩和論を展開されている（伊藤隆敏
「消費者重視の経済学」日本経済新聞社， 1992年7月，第1章）。
29)加藤雅「社会的規制についての新しい考え方」加藤雅編，前掲書， 30ペー ジ。
30)中谷巌・大田弘子，前掲書， 14~22ページ。なお，規制緩和の経済的効果につ
いて，経済企画庁総合計画局編『規制緩和の経済的効果」大蔵省印刷局， 1989年9
月をみよ。
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あらたな購買力が発生しており，このあらたな需要をめがけて，それぞれの
産業が生産を増大させる。規制産業，非規制産業，ニュービジネスがこの需
要をめがけて競争をし，その結果あらたな雇用需要がどれだけ生まれるかは
簡単には予測できない。かりに，余剰人員すべてが非規制産業に吸収された
とすると， GDP（上で述ぺた購買力のこと）は50.9兆円増加するとされて
いる。
しかし，さまざまな分野で規制緩和がすすむと，これまで規制によって保
護されてきた中小零細業者のような経済的弱者が，少なからずその影響をう
けることになる。規制緩和論者にすれば，非効率な企業あるいは業者の存在
は社会的に望ましい資源配分をゆがめるとともに，価格の下方硬直化をもた
らすだけでなく選択の幅を狭めるなど，消費者の利益を害することにもなる
というのであろう。彼らに共通の論理はまさにこれであって，経済的弱者の
保護は事後的な対策として少しは考えられているが，規制によってなすべき
ことではないというのである。
なお，平岩研究会のメンバーの 1人である大田弘子氏は，社会的規制と経
済的規制の区別ははっきりしたものではなく，社会的規制の名を借りて実質
的には既存の業者を保護する役割をはたしているものが少なくないと指摘さ
れ，経済的規制と同様に，社会的規制についても原則ゼロベースで見直し，
現存する規制をすべて撤廃すべきであるといわれている31)。
(4) 規制緩和論の検討
以上みてきた規制緩和論者の論拠は， 次の 3点に集約できよう。すなわ
ち，規制緩和によって，第 1に市場における企業間の競争が促進され，経済
全体の効率化がはかられて，成長が促進される。第 2に，生活者もしくは消
費者にとっては物価が引き下げられ， 「生活の質的豊かさ」が実現される。
第3に，アメリカを中心とした諸外国からの批判にこたえ，内需拡大・市場
開放につとめることができる。規制緩和論を考察するさいには，このような
31) 中谷巌•大田弘子，前掲書， 74ページ。
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論拠そのものを検討しなければならないが，その前に規制緩和論のルーツに
ついて石黒ー憲氏に語ってもらおう 32)。氏は規制の二分論もそうであるが，
昨今の日本の規制緩和論の源がアメリカにあり，「ミニ・アメリカ的な日本理
解」というお定まりの論法で進みつつあることに注意をうながしたうえで，
アメリカの方針はダイナミックに変わることを指摘し，次のようにつけくわ
えている。「それに突き合わされる世界はたまらない。 日本も， 単に現実の
脅しやそれを予期しての，『一時期のアメリカ」への同調をいい加減にやめ，
自分自身をみつめ直す時期にきているはずだ。それなのに，実際の日本の規
制緩和論をめぐる一般の風潮は，経済学の幼稚化をもたらしたとされるレー
ガン政権時代の考え方， つまり voodooeconomics…（中略）…そのまま
ではないのか」33)。つまり， 現在の規制緩和論は根本から見直されるべき性
質のものであることが氏によって主張されているが，この点にかんするかぎ
りまった＜氏のいわれるとおりである。
さて，それでは上記のようにアメリカに源がある規制緩和論の論拠の検討
にたちむかうことにしよう。
第1に，市場において企業間の競争を促進し経済全体の効率化をはかり，
成長の原動力とするという論拠にかんしてであるが，コンテスタビリティ理
論にうらづけされたこのような論理は独占禁止政策（以下では，独禁政策と
よぶ）が脆弱で，公正な競争をおこなう土壌が形成されているとはいいがた
いわが国においては，非効率な企業・事業体は選別・淘汰し，独占・寡占状
態を認めるといっているにひとしい。独占や寡占の弊害については，これま
で多くの論者によって指摘されているとおりであって，ここで改めて検討す
るまでもないが，上記のような考え方には経済的弱者の保護の視点が明らか
に欠けているという点だけは指摘しておきたい。
これにかんして付言すれば， 1989年から翌90年にかけておこなわれた日米
32)石黒ー憲「日本の規制緩和論はどこがおかしいのか？」「経済セミナー」 1994年
7月号， 10~13ペー ジ。
33)同上論文， 13ペー ジ。
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構造問題協議 (StructuralImpediments Initiative, 以下では， SIIとよ
ぶ）以後，政府も公正取引委員会（以下では，公取委とよぶ）の権限の強化
や独占禁止法（正式名称， 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法
律。以下では，独禁法とよぶ）の運用強化など独禁政策の若干の強化の方針
をうちだしている。実際，昨今の動きをみてもこれらが功を奏したかにみえ
るが，内橋克人氏の指摘にもあるように，先の平岩レポートの母胎といって
よい経団連が独禁法を「骨抜き」にしてきた34)という経緯や公取委の人員が
さほど増強されていないことを勘案すれば， 独禁政策の強化にも限界があ
り，公正競争の促進という方針も現実にはあまり期待できそうにない。
第2に，生活者ないし消費者の「生活の質的豊かさ」を実現させるための
内外価格差の是正にたいする疑問である。 まず， 「通説」の批判から始めよ
う。鈴木・中谷氏らは，内外価格差と消費者物価ないし一般物価を区別して
使用されていない。両氏と同じ規制緩和論者の中北徹氏や吉富勝氏の指摘に
もあるように，内外価格差は非貿易財にかんする国際価格比，もしくは基本
的に貿易財にたいする非貿易財の相対価格（両部門間の生産性上昇率格差）
のことであり実物サイドにかんするものであるのにたいし，一般物価は金融
政策によってコントロールされる貨幣的な現象であると考えられる35)。した
がって，両者を同義に扱うわけにはいかない。何らかの規制があるために内
外価格差が発生するという点は否定できないが，吉富氏も指摘されるように
内外価格差がさらに広がったとしても，国民生活水準は上昇することがあり
うる36)。このように代表的な規制緩和論者が「なぜ規制緩和が必要なのか」
34)内橋克人 m埠Eか再生か一日本経済への緊急提言ー」文藝春秋， 1994年2月，
248~249, 256~257ペー ジ。
35)中北 徹「内外価格差がなぜ生じるのか」『経済セミナー」 1994年9月号， 108~
109ページ。吉富勝「倒錯した内外価格差是正論」「週刊東洋経済」 1994年9月24
日号， 120~121ペー ジ。
36)詳細は，吉富勝，同上論文，120~121ページを参照せよ。吉富氏のこの主張にた
いして反論がだされているので，以下のものを参照せよ。武者陵司•岡野進「『内
外価格差拡大型』成長の限界」「週刊東洋経済」 1994年10月22日号， 78~82ペー ジ。
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について，真の根拠を歪めてつたえるものだから，一般の人たちにとって規
制緩和がよりよいものにみえるのではなかろうか。以上のように，内外価格
差と一般物価とは区別して論じなければならない点を確認しておきたい。
規制緩和によって物価が下がるという立論も，はなはだ根拠薄弱である。
企業の行動原理からすれば，その程度はかぎられているものといわざるをえ
ない。したがって，短期的な現象として規制緩和による物価下落はありえて
も，長期的には不明である。かりに，物価が下がったとしよう。一部（具体
的には，平岩研究会のメンバー）には，その分だけ消費税率を上げるという
ことさえ考えられているようである。また，物価下落が実質購買力を増加さ
せるとの指摘もある。しかし内橋氏がいみじくもいわれるように，単位支出
あたりの購買力は増加するが，個人の負債総額はそれに見合って縮小修正さ
れることはない37)。念のために数値を確認しておくと，経済企画庁の調査に
よれば一般世帯において可処分所得に占める負債比率は91年末で22彩と，ァ
メリカの20彩をこえ，住宅ローンをのぞいた消費者総負債額は67兆円にふく
れあがっている。企業・金融機関なら「所得移転」の結果，負担の軽減化が
はかられるが，個人についてはさらに追いうちをかける事態が予想される。
すなわち，物価下落に見合った賃下げの可能性である38)。このように，規制
緩和によって物価が下落すると断言することはできないし，たとえ物価の下
落があったとしても，それをつうじて「生活の質的豊かさ」が実現されるか
どうかも疑問である。
第 3に，国際化に対応して規制をなるぺく国際的に共通なものにするとい
う論拠にも疑問がある。現在，国際社会においてここまでわが国のプレゼン
スが高まっている以上，国際的な視点を欠いては生産的な国際関係を構築で
きないというのが規制緩和論者の主張である。大店法の規制緩和の根拠の 1
37)内橋克人，前掲書， 286~287ペー ジ。
38)実際に，物価下落に先行して賃下げがおこなわれていたという指摘がある（孫田
良平「価格破攘に先行して賃金破壊が起きていた」「週刊エコノミスト」 1994年10
月25日号， 28-31ページ）。
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つもここにあるが，この点については次節であらためて検討したい。ただ，
これまでの議論をみてもわかるように，その先には競争力の強化もしくは国
際競争力の強化という視点が含まれているので，国際関係を再び悪化させる
要素を含んでいる点も見落としてはならない。
以上，個々の論拠について検討してきた。規制緩和論が高まってきた真の
背景には，大きな政府志向にともなう財政危機や経済ないし社会の環境の変
化にたいする内外巨大企業の蓄積様式の再編の必要性等々があることはまち
がいないところであろう。
4 流通規制緩和論の展開
(1) 流通規制緩和論の位置づけ
1950年代中葉以降にはじまり1973年秋の第 1次石油ショックをもって終焉
をむかえた高度経済成長期には，企業主義と許可制を特徴とし，中小商業の
事業機会の確保を目的とする第2次百貨店法 (1956年制定）によって， 「百
貨店の営業を独禁法による一般的な規制のうえに独自に追加して規制」39)し
ていた。このあいだに，流通近代化や消費者利益の確保という視点が強調さ
れるようになり， 「規制対象を百貨店のみならずスーパー等の大型店に拡張
しながらも規制緩和法として特徴づけられる」40)大店法が， 1973年に成立す
る運びとなった。しかしながら，低成長期への移行にともなって大規模小売
商と中小小売商の対立・摩擦が激化し， 1978年に大店法は改正される。そし
て， 1980年代以降に海外とりわけ米国とのあいだで経済摩擦が激化し， 89年
から翌90年にかけておこなわれた SIIでは大店法の規制緩和も要求された。
さらに，国内においては，内外価格差の拡大を背景に国民が「豊かさ」を実
39) 加藤義忠「百貨店法の展開」柏尾昌哉•河合信雄・小野一一郎監修粍見代流通政
策の諸問題」同文舘， 1993年10月， 38ペー ジ。
40)加藤義忠「大規模小売店舗法の特徴」関西大学『商学論集」第34巻第6号， 1990
年2月， 66ペー ジ。
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感できないでいるということが，規制緩和論者やマスコミのあいだから主張
された。このような声を利用するかたちで，米国から「豊かさ」の実現を阻
害している一因として大店法が槍玉にあげられ，国内からも規制緩和を求め
る声が高まり， 90年以降現在まで 3次にわたって規制緩和がなされてきてい
る。
現在，「価格革命」ないし「価格破壊」など流通の現場で展開されている
事態を根拠として，大規模小売商にたいする評価が高められている。そのた
め，ますます大店法の緩和論をはじめとして流通規制緩和論が一連の規制緩
和論の中心的位置にすえられ，規制緩和一辺倒の論議が展開されている。
(2) 流通規制緩和論者の具体的論拠
流通・小売業にたいする規制としては， 「大規模小売店を対象とした大店
法をはじめとして，米・麦（食糧管理法），酒（酒税法），薬・化粧品（薬事
法），たばこ（たばこ事業法）， ガソリン（揮発油販売業法），•および液化石
油ガス（液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律）を対象
とした個別の参入規制等が存在する」41)。 ここでは， 大店法に焦点をしぽ
り，それにたいする規制緩和論をみてみることにする。
まず，大店法が経済的規制と社会的規制のどちらに入れられて議論されて
いるか，また大店法の目的が多くの流通規制緩和論者にどのように解釈され
ているかをみておこう。
規制の根拠別に分類した場合，大店法は価値実現型規制に含まれるもので
あるということを第2節でみた。目的別に分類した場合はどうかというと，
平岩レポートのなかでは経済的規制のうちの「設備等の新増設規制」に含め
られている。なかには， 「参入規制」や「輸入規制」などに含めて議論する
論者もいるが，いずれにせよ，流通規制緩和論者の多くは大店法を経済的規
制として考えているといってまちがいなさそうである。大店法の目的につい
ては， 同法第 1条で明記されている。そこでは，「消費者の利益の保護に配
41)細野薫「流通業の規制緩和とその効果」加藤雅編，前掲書， 81ペー ジ。
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慮しつつ， 大規模小売店舗における小売業の事業活動の機会を適正に確保
し， 小売業の正常な発達を図り， もって国民経済の健全な進展に資するこ
と」が目的とされている。論者によっては， 「消費者の利益の保護」を法の
目的の 1つと解されることがあり，不正確な法解釈のまま，流通規制緩和論
が展開されることが少なくない。
このような点をふまえたうえで，まず前節でも検討の対象とした中谷氏の
議論を紹介しよう。
氏は，アメリカのディスカウントストアであるウォルマートの小さな田舎
町への進出を例にあげ， ウォルマートでの価格は周辺の零細小売店よりも
2, 3割程度低くなっているのを指摘し，日本では大店法があるためにこのよ
うなことは起こっておらず，アメリカには大店法が存在しないために可能で
あるといわれる。その田舎町では，零細小売商が次々に倒産したけれども，
それは悲劇的な結果を生みだしたかといえばそうではなく，むしろ地域住民
の生活水準は上昇せしめられ，廃業者もウォルマートに雇用されるなどし，
町は活性化したとされる。競争によって廃業させられる零細業者は気の毒で
あるが，全体的にえられるメリットはきわめて大きいので，大店法は撤廃さ
れるべきだという考えを提示されている42)0 
加藤寛氏は，大店法の規制ツールは時間と空間43)であるが，店舗面積の小
さいコンビニエンス・ストアや通信販売，訪問販売などの無店舗販売は規制
対象外となっており，店舗に着目して時間や空間で規制する有効性はきわめ
て低くなっていると主張される。そして，零細小売商の後継者難などを背景
に，小売店舗数は1985年の商業センサスをビークとして減少しているのに，
百貨店やチェーンストアを核にしたショッビングセンターのような大型商業
施設建設の動きは活発になっており，大型店の出店が促進されることが時代
の趨勢となっていると指摘される。大店法の廃止はアメリカからの要求でも
42)中谷巌，前掲書， 23~24ペー ジ。
43)大店法の調整項目は①店舗面積，R閉店時刻，③休業日数，④開店日の4つであ
り，氏はこのことをいっている。
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あり，廃止しても別に日本の小売業に害となるわけではなく，零細小売店を
衰退させるものでもないから，むしろ早く廃止すべきであるといわれるので
ある44)0 
流通論を専攻する論者のなかからも大店法の規制緩和ないし撤廃要求が続
出している。ここでは，代表的な規制緩和論者である田村正紀氏の主張をみ
ることにしよう。氏は， 大店法が流通システムにおける構造改革， すなわ
ちそこにおける企業間の動態的競争の推進力である流通企業の投資行動や革
新（業態開発）行動を法的にさえぎる最大の制度的障壁であると指摘され
る45)。また， SIIという外圧を契機にH本政府の行動計画が発表されたが，
行動計画の実現を危惧する声が後をたたないといわれ，それは大店法の成立
と存続を根底においてささえてきた「大店法イデオロギー」から生じている
とされる。大店法とその運用システムは，閉鎖経済主義，発展平等主義，共
存共栄主義，地域主義などからなる大店法イデオロギーを支柱にしていると
の認識にたち，このイデオロギーを問題の根本にすえて大店法問題を取扱わ
れている。このようなイデオロギーにもとづいた大店法とその運用は日本の
流通システムに， 1つは国内外の環境変化にたいする適応能力の衰退をもた
らし，構造改革を阻害し，もう 1つは生業型小売商を中心に商店数が地滑り
的に減少しつつあるという事実からして，中小商業者における企業家精神を
衰退させる等々の悪影響をもたらすと述べられる。このような理由から，氏
は「日本流通システムの将来ビジョンは，その明確化が緊急に要請されてい
るにもかかわらず，依然として政治的調整という深い霧のなかにある。この
危機的状況を切り抜ける新しい流通政策の展開が何よりも期待されるところ
である」46)と記され，大店法撤廃を検討すべきだといわれている。
地域主義的見地から，杉岡碩夫氏は次のように主張される。大店法が SII
44)加藤寛「日本経済の決断」 PHP研究所， 1993年 6月， 170~171ペー ジ。
45)田村正紀「大店法イデオロギーの終焉」日本経済新聞社編「大店法が消える日」
日本経済新聞社， 1990年6月， 170~198ペー ジ。
46)同上害， 198ベー ジ。
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にしたがって大幅に規制緩和され，出店する側の大型店と地元の中小小売商
の調整によって可能ならば共存共栄をはかるという同法本来の目的が事実上
放棄され，その結果，出店自由と中央官庁の権限が強化されたといわれる。
現行大店法が何ら目的をはたしていないので，もはや廃止するほかないとさ
れ，それに代わって大型店規制は，ゾーニング規制を含む欧米型の都市政策
の枠内で講じるべきだと書かれている47)。
その他，内外価格差の縮小と流通部門の規制緩和（当然，大店法の規制緩
和が念頭におかれている）の関係を重視される論者48)もいるが，彼らが内外
価格差の縮小をつうじて「豊かさ」の実現につなげようとされている点は，
すでにみたとおりである。
(3) 流通規制緩和論の検討
以上において，流通規制緩和論者の考え方を紹介した。流通規制緩和論者
の論理の根底にあるものは規制緩和論者のそれと同じであり，後者について
は前節で検討したので，ここでは前節でフォローしきれなかった部分にしぼ
って，流通規制緩和論の内包する諸問題をえぐりだそう。
まず第 1に，大店法の目的にかんしてである。その目的が多くの論者によ
って不正確に解釈されている。大店法第 1条の目的は，保田芳昭氏が的確に
指摘されるように，周辺の中小小売業の事業活動の機会を適正に確保するこ
とと小売業の正常な発達の 2つである49)。多くの論者によって「消費者利益
の保護」が目的の 1つと解されているが，氏の指摘にあるように，これは配
慮事項にすぎない。大店法の運用基準を緩和し，小売業の競争を促進しよう
とする声が聞かれるが， 「しばしば市場メカニズムと事業の健全性の維持と
47)杉岡碩夫『大店法と都市商業・市民一商業集積政策序説ー』日本評論社， 1991年
1月，第1章および結語を参照せよ。
48)たとえば，田島義博「規制緩和は流通に何をもたらすか」田島義博・流通経済研
究所編「規制緩和一流通の改革ヴィジョン一」日本放送出版協会， 1994年6月を参
照せよ。
49)保田芳昭「国際化時代の流通政策」ミネルヴァ書房， 1993年6月， 196ペー ジ。
74(428) 第 39巻第 5 号
はトレード・オフの関係にある」50)ため， そうすることは法本来の目的の達
成を阻害することとなろう。これまで，法の運用の実態について多くの論者
から批判がなされてきている51)が，たしかに法の運用面で問題があったこと
はいなめない。ただ，このような法目的の不正確な解釈が，現在の大店法規
制緩和論議を必要以上に大きなものにしていることもまた事実であろう。
第2に，アメリカ側の大店法批判を根拠にその規制緩和を主張する見方に
ついては賛同しがたい。まず 1つめに，アメリカ側は大型店は輸入品取扱比
率が高いといっているが，大規模小売商などの流通企業の独自のマーケティ
ング・プログラムによる市場開発力等に限界があるので，国内市場において
外国製品が広範に浸透するまでにはいたっていない52)。すでに，保田氏によ
って指摘されているように，大手小売業17社の消費財輸入額の全体に占める
割合は1987年で5.7%となっており， 10％にも達していない。かりに， 大型
店の輸入額をその 2倍と見積もっても12%前後にすぎないのである53)。した
がって，これを大店法の規制緩和の根拠とすることは到底できない。 2つめ
に，大店法がアメリカ小売資本の参入障壁となっているとの主張があるが，
この論拠にも多くの問題がある。大店法の運用は不透明であるため，運用を
適正化せよとの主張であれば納得できるが，法そのものを廃止せよとの考え
方には承服しかねる。というのも，参入を躊躇させている大きな要因として
は国内における高い地価や公共料金の存在があげられるし，欧米にもフラン
スのロワイエ法をはじめとして，イタリア ベルキーなど大型店の出店調整
50)厚谷襄兒「保険事業における規制緩和について」「ジュリスト』 1044号， 67ペー
ジ。これは保険事業にかんして主張されたものであるが，市場メカニズムのこのよ
うな側面は流通分野にも適用可能である。
51)たとえば，草野厚『大店法経済規制の構造」日本経済新聞社， 1992年11月，第
2章を参照せよ。
52)梶原禎夫「日本の流通機構とマーケティング」長崎大学経済学部国際化政策研究
プロジェクト編「経済のグローバル化と流通機構』大蔵省印刷局， 199~3 月， I 
-52ペー ジ。
53)保田芳昭，前掲書， 204ペー ジ。
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を直接の対象にした法制度を有する国が存在しているからである。
第 3に， 流通規制緩和論において， 「消費者利益」が錦の御旗のようにふ
りかざされているが，このことにたいしても疑問がある。たしかに，最初の
うちは，価格競争を中心とした競争の激化にともなう価格低下や商品選択の
多様化が「消費者利益」に結びつくかもしれない。しかしながら，物価低下
の程度やそれが生じた場合の影響についてはすでに検討したし， しかも大規
模小売商はいったん市場地位を確立すると，商品の価格や品揃えの点におい
て制限的な行動をとると考えられるので，長期的には消費者の利益に反する
ことになる。また，郊外に進出した大規模小売商は一般に大規模な駐車場を
そなえており，それが周辺道路の交通渋滞など環境へ悪影響をもたらすこと
になるという点にも注意がはらわれなければならない。さらに，大規模小売
商にあっては， 消費者との関係はあくまでも「資本と人間との関係」であ
り，商店街の人々と消費者というような「人間と人間との関係」は構築され
えず， 「消費者利益」を広くとらえた場合， それが実現されるとはいいがた
し‘゜
第4に，田村氏の論拠すなわち大店法とその運用が，（1）日本の流通システ
ムの構造改革を阻害し，（2）中小商業者における企業家精神を衰退させるとい
う2点についてである。まず(1)についていえば，大店法の規制によって既存
の業態あるいは店舗が温存され，あたらしい業態の発展や新規店舗の出店が
若干おくらされてきたかもしれない。しかしながら，構造改革の阻害は，氏
みずからあげられている免許制度や巨大企業による流通系列化等々の相互作
用によってもたらされたものと考えられる。次に，（2）についてであるが，大
店法による規制が一部の中小商業者の企業家精神を衰退させるという面はあ
りうることである。通達行政によって規制が強化されたことはあれ，大店法
は規制緩和法として世にでたものであるので，同法の制定によって，中小商
業者はそれ以前に比し劣悪な競争条件にさらされ，企業家精神が衰退してき
たという面を氏は見落とされているように思われる。それゆえに，この点か
らすれば大店法は撤廃ではなく，むしろ改正強化すべきではなかろうか。た
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だ，こういったからといって，無条件に中小商業者を保護せよといっている
わけではない。中小小売商業振興法等をつうじて，彼らの振興につとめると
いうこともまた重要な課題である。
最後に，杉岡氏の論拠についての若干の疑義である。氏は地域主義的な視
点から，現行大店法の撤廃を論じられている。これまで，大型店舗の出店規
制において地方自治体による「横出し規制」が独自になされてきた。氏のい
われるように，大店法の改正が出店自由，中央官庁の権限強化を惹起せしめ
たという側面は否定できないが，だからといって大店法を撤廃しなければな
らないということにはならないのではなかろうか。大店法を撤廃し，大型店
舗の出店を地方自治体独自の規制のみにゆだねるならば，地域間での不均衡
が拡大し，一国全体のバランスのとれた発展がさまたげられることになるか
も知れない。したがって，この点からすれば大店法は撤廃ではなく，都市計
画的な要素をもりこんだものに改正することがのぞましいように思われる。
5 おわりに
これまで，規制緩和論ならびに流通規制緩和論について考察してきたが，
概括すれば次のようになろう。
日本経済はキャッチアップ段階を終え，今や21世紀へむけて次の段階に移
行しようとしている。しかしながら，現在のような低成長期にあっては，競
争をつうじて各産業がさらなる効率化をはかり，経済全体を活性化させるよ
うな環境を整備しなければ，そのステップを歩むことはままならない状態に
ある。また，わが国は国民所得においては，世界でもかなり高い水準にある
ものの，国際的にみても高い物価水準が，国民所得に見合う実質的な生活水
準を国民が享受することを阻害している。海外からは，国内にさまざまな障
壁が存在するため，摩擦はいっこうに解消されないし，また国際協調や国際
貢献の観点から，国内に参入しやすい環境をととのえるべきであるとの声が
あがっている。こうした変化にこたえるためにでてきたのが，現在わが国に
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おいて声高に論じられている規制緩和論ないし流通規制緩和論であるといっ
てよい。
以上が， トーンを高めた規制緩和論の具体的論拠であるが，より一般的な
背景として，大きな政府による先進資本主義諸国の財政危機と経済ないし社
会の環境の変化に対応し，いっそう資本蓄積をはかろうとする内外巨大企業
の要求があることを見逃してはならない。
規制緩和論者は， 「日本のよりよい将来」を創造するために諸規制の緩和
をとなえているが，これまで検討してきたように，彼らの論理にはさまざま
な問題があるということが明らかになった。
規制緩和がもたらすと思われる競争の徹底とそれにともなう効率化の達成
であるが，それが経済的弱者の範疇に入れられる労働者の雇用条件や労働条
件に何らかの影響をあたえることが考えられる。そのことへの考慮も，なさ
れなければならないであろう。本論でとりあげた流通ないし小売の分野にお
いても，効率性・「生産性」の向上を追求していくなかで中小零細業者という
経済的弱者が自己の就業機会を一時的に失ったり，場合によっては失業状態
が続くという事態が考えられる。これらの事業者には高齢者が多い54)からと
いう理由で，このような動きを正当化するわけにはいかない。というのは，
小さな政府志向のもとで社会保障制度等が後退せしめられている現状では，
高齢者の就職機会を確保することは重要な課題だからである。実際，規制緩
和によって，最初のうちに激化すると予想される競争の圧力に敗れた時，彼
らのうち生活に窮する者はおそらく少なくないであろう。流通規制緩和論者
は，規制緩和による雇用の増加数を非常に楽観的に予想されているが，多く
の識者によって指摘されているように，今後の雇用増加数についても不明瞭
な点が多いし，雇用条件ないし労働条件についても現下の状況においては，
むしろ悪化の様相を呈しているのではなかろうか。
54)総務庁の「国勢調査」によれば， 飲食店， 百貨店をのぞく小売業の事業主のう
ち， 65歳以上の高齢者が占める比率は1985年で15.4%，酒・調味料小売業で同18.2
彩，医薬品・化粧品小売業で12.3飴である。
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このような事態が引き起こされる可能性を否定できない以上，規制緩和論
議は慎重にすべきである。もちろん，本当に不必要な規制までも残さなけれ
ばならないということではない。ただ，その検討には時間をかける必要があ
ろう。
最後に， もう 1つふれなければならない点がある。すなわち， 構造的な
「所得移転」の問題である。これを是正せずに放置しておけば，規制緩和論
者や流通規制緩和論者の提唱する政策が，つねに経済的弱者の立場に反する
ものになるのではなかろうか。 したがって， 「所得移転」問題への本格的な
取り組みがなされたうえで，はじめて規制緩和論議をすすめていくべきだと
考える。
